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中間取りまとめで指摘された事項の検討状況 

項 目 中間取りまとめの指摘事項 検討状況 参考 

（１） 

共同会議の開

催について 

「今後、この懇談会とは別の消

費者、事業者等関係者を交えた

場で、具体的検討を行っていく

ことが必要である。」 

 

厚生労働省薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会表示

部会食品表示調査会(仮称)及び農林水産省農林物資規格

調査会表示部会(仮称)の共同で「食品の表示に関する共

同会議」（仮称）（以下「共同会議」という。）を開催し、

食品衛生法、ＪＡＳ法共通事項について全般的に審議を

行う。 

具体的な検討事項としては、次のものが考えられる。 

（１）表示項目の用語、定義について 
・ 期限表示（品質保持期限及び賞味期限、消費期限） 
・ 名称と種類別等 
・ 輸入、製造・加工の定義 
・ 遺伝子組換え表示 等 
※ このほか、 
食品衛生法固有事項として 
・ アレルギー表示 等 
ＪＡＳ法固有事項として 
・ 原産地・原料原産地表示 
・ 原材料表示 等 
についても同一の委員により検討されることになる。 
 

（２）表示方法について 

・ 表示に係る文字の大きさ 
・ バーコード等を活用した新たな表示方法 

・ 一括表示のあり方 

・ 表示基準の適用対象（インターネット、広告等へ

の拡大の是非） 等 

 

・詳細は別紙１参照 

 



 

（３）その他 

 

 

 検討スケジュールについては、１１月下旬～１２月上

旬に第１回会合を開催し、その後は検討状況に応じて、

開催日程を検討する。 

  

  

（２） 

期限表示の整

合化について 

 

 

「複数の法律において用語や

定義などが異なっている表示

項目等については、表示を見る

消費者、表示を行う事業者の分

かりやすさを考え、速やかに整

合性の確保に向けて検討に着

手すべきである。特に、消費期

限や賞味期限及び品質保持期

限については、関係府省で速や

かに定義や用語の統一を図る

必要がある。」 

 

①品質保持期限、賞味期限について 

・９月４日～１０月３日まで、「品質保持期限及び賞味期

限の用語の統一について」国民からの意見を募集。 

・（１）の共同会議において検討する。 

 

② 消費期限について 

・（１）の共同会議において検討する。 

 

 

・国民からの意見については、別

紙２参照。 

 

・品質保持期限、賞味期限、消費

期限の定義については、別紙３

参照。 

 

 

（３） 

その他の表示

項目等の整合

化について 

 

「複数の法律において用語や

定義などが異なっている表示

項目等については、表示を見る

消費者、表示を行う事業者の分

かりやすさを考え、速やかに整

合性の確保に向けて検討に着

手すべきである。」 

①名称について 

②用語・定義等の運用面での統一性について 

③文字の大きさについて 

④その他国民からの意見で指摘されている事項等につい

て 

・（１）の共同会議において検討を行う。 

 

⑤冷凍食品の保存温度について 

・関係省において検討を行う。 

・名称・種類別等、文字の大きさ、

冷凍食品の保存温度について

は別紙３参照。 

・国民から募集した意見の中で

は、名称、文字の大きさ、冷凍

食品の保存温度のほかに、様々

な検討事項(インストア・パッ

クの扱い、全広告媒体に対する

表示基準の適用等)が指摘され



 

 

 

ている。 

（４） 

相談窓口の一

元化について 

「現行では、例えば食品衛生法

では厚生労働省、都道府県、保

健所等、ＪＡＳ法では農林水産

省、農林水産消費技術センタ

ー、都道府県等が問い合わせに

応じているが、消費者、事業者

双方の利便、各表示制度の整合

的運用の観点から各表示制度

の相談窓口を一元化すること

が求められている。このため、

相談窓口の一元化（ワン・スト

ップ・サービス）を進めるべく、

地方自治体等の意見も聴きな

がら、関係府省で速やかに検討

することが必要である。」 
 

・一元的な相談窓口を実現するため、 

①独立行政法人農林水産消費技術センター本部に社団

法人日本食品衛生協会職員（食品衛生監視員ＯＢ）を 

②社団法人日本食品衛生協会に独立行政法人農林水産

消費技術センター職員を 

それぞれ派遣し、食品衛生法及びＪＡＳ法で規定され

た表示に関する消費者、事業者等からの相談、問合せ

を一元的に受け付ける体制（以下「一元的な窓口」と

いう。）を整える。 

・相談内容が景品表示法にかかる場合には、速やかに公

正取引委員会の担当部署に連絡する等相談者の利便に

資することとする。 

・今後、地方自治体に対し、一元的な相談窓口の設置を

要請する。（具体的なあり方については検討中。） 

 

・詳細は別紙４参照。 

（５） 

共通パンフレ

ットの作成に

ついて 

「消費者、事業者双方に対する

取組みとして、各表示制度につ

いて一覧できるパンフレット、

具体的事例を豊富に盛り込ん

だ分かりやすい Q&A の作成
や、表示制度に関する説明会の

開催等を各府省が連携して積

極的に行うことが必要である。 
この際、こうしたパンフレッ

トや Q&A 等が有効に活用さ
れるよう、各府省は通常の行政

ルートだけではなく、消費者が

・厚生労働省、農林水産省、公正取引委員会が連携し、

食品の表示制度を一覧できるような、わかりやすいパ

ンフレットを合同で作成。 

・可能な限り多様なルートを通じ、消費者、事業者等に

配布するとともに、各省のホームページにも掲載。 

・各省合同で表示に関する説明会を開催。 

 

 

・詳細は別紙５参照。 



 

接しやすい様々なルートを活

用して配布を行うこと等によ

り、食品の表示制度の正しい理

解を促進する必要がある。」 
 

（６） 

監視体制の連

携について 

「効率的・的確な監視の観点か

ら、専門的知識を有する担当部

局がそれぞれ監視を行うとと

もに、国レベル、県レベルを通

じ、各法担当部局が密接な連携

を図る必要がある。」 
 

・一元的な窓口や、各々の窓口に寄せられた食品衛生法

及びＪＡＳ法に関する消費者、事業者等からの表示違

反等に関する情報については、相互に連携して対応す

る。 

・平成１４年４月に食品表示関係

３省（公正取引委員会、厚生労

働省及び農林水産省）連絡会議

において、相互の連携、調整の

下で迅速な対応を行えるよう

に協議し、関係する国の機関

（独立行政法人を含む）、都道

府県を含めた連携体制を構築

することとされた。 

・これを踏まえ、関係省庁におい

ては、都道府県や関係部局等に

周知すると共に、監視体制の連

携について要請を行った（厚生

労働省では 10 月に会議で要
請。農林水産省では６月に文書

により通知）。 

 



 

別紙１ 

 

厚生労働省 薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会 

表示部会食品表示調査会（仮称）及び 

農林水産省 農林物資規格調査会表示部会（仮称）の 

共同開催について（案） 
 
（食品の表示に関する共同会議（仮称）の開催について） 

 

１ 趣旨 

 食品の表示に関する基準は、現行では、食品衛生法、ＪＡＳ法それぞれに

基づく薬事・食品衛生審議会や農林物資規格調査会において、別々に審議を

経た上で決定されており、両者を相互に検討する仕組みは設けられていない。

また、食品の表示制度に関する懇談会の中間取りまとめでも「それぞれの表

示制度に基づく表示項目や表示内容が、それぞれの府省ごとに決定される仕

組みであるため整合性が取れておらず、用語や定義の統一性が欠けているも

のがある」との指摘を受けているところである。 
さらに、これらの問題点の解決のために、同中間取りまとめでは、「個別

の表示内容や表示方法等について、今後、この懇談会とは別の消費者、事業

者等関係者を交えた場で、具体的検討を行っていくことが必要である」とい

った提言がなされている。 
これらを踏まえ、食品衛生法に関する審議会（調査会）及びＪＡＳ法に関

する調査会（部会）の共同で、食品の表示に関する共同会議（仮称）（以下

「共同会議」という。）を開催し、食品衛生法及びＪＡＳ法に共通する表示

項目、表示方法等について検討を行うこととする。 

 

 

２ 具体的なイメージ 

・ 食品衛生法関係：薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会 
表示部会食品表示調査会（仮称） 

・ ＪＡＳ法関係：農林物資規格調査会表示部会（仮称） 
について、 
 



（１）両者の委員の構成を同一とする。 
  ※委員は、消費者、事業者、学識経験者等関係者から構成 
（２）両者の座長や運営方法等についても同一とする。 
（３）共同会議では、両法共通事項について審議する。 
（すなわち、１回の会議が食品衛生法に基づく会議とＪＡＳ法に基づく会議

の両方の側面を有する。） 
 

さらに、食品衛生法、ＪＡＳ法の固有事項についても、それぞれ薬事・食

品衛生審議会食品衛生分科会表示部会食品表示調査会（仮称）又は農林物資

規格調査会表示部会（仮称）として審議することにより、２つの法律に関連

する表示は全て同一の委員により審議されることになる。 

 

 

３ 検討事項 

 

 食品衛生法及びＪＡＳ法に基づく表示項目や表示内容等の整合性の確保

を図る観点から、これら２つの法律に共通した事項（表示項目、表示方法等）

について、全般的に検討を行うものとする。 

 当面の具体的な検討事項としては、次のものが考えられる。 
 

（１） 表示項目の用語、定義について 
① 期限表示（品質保持期限及び賞味期限、消費期限） 
② 名称と種類別等 
③ 輸入、製造・加工の定義 
④ 遺伝子組換えの表示 等 
 
※ このほか、食品衛生法固有事項として 
⑤ アレルギー表示 等、 
ＪＡＳ法固有事項として 
⑥ 原産地・原料原産地表示 
⑦ 原材料表示 等 
についても同一の委員により検討されることになる。 
 
（２） 表示方法について 

① 表示に係る文字の大きさ 



② バーコード等を活用した新たな表示方法 

③ 一括表示のあり方 

④ 表示基準の適用対象（インターネット、広告等への拡大の是非） 等 

 

（３）その他 

 

 

４ スケジュール 

 

１１月下旬～１２月上旬に第１回会合を開催する。 

※ 以後、検討状況に応じて、開催日程を検討する。 

 



（参考） 

共同会議のイメージ 

 

○ 現行の審議体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 共同会議における審議体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）食品衛生法固有事項については薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会表示部会食品表示調査会（仮称）

として、ＪＡＳ法固有事項については農林物資規格調査会表示部会（仮称）として、それぞれ審議す

る。 

食品衛生法に基づく表示基準 

薬事・食品衛生審議会 

食品衛生分科会 

表示部会 

 審
議 

表示基準の設定 

ＪＡＳ法に基づく表示基準 

農林物資規格調査会 

 審
議 

表示基準の設定 

相互の審議を調整する仕組みは存在しない。 
両者の委員は何の調整もなくバラバラに任命される。 

食品衛生法に基づく表示基準 

薬事・食品衛生審議会 

食品衛生分科会 

表示部会 

ＪＡＳ法に基づく表示基準 
農林物資規格調査会 

表示基準の設定 

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会表示部会食品表示調査会（仮称） 
及び農林物資規格調査会表示部会（仮称）（注） 

食品の表示に関する共同会議 
 

表示基準の設定 

 表示事項の審議 
 

〔全く同一の委員で構成、共同開催〕 

 



別紙２

「品質保持期限及び賞味期限の用語の統一について」

に寄せられた意見について

１．意見募集方法の概要

（１）意見募集の周知方法

・意見募集要領及び参考資料を厚生労働省及び農林水産省のホームページに掲

載

・厚生労働省、農林水産省及び地方農政局等の窓口で上記資料を配付

（２）意見提出期間

平成１４年９月４日から１０月３日まで（郵送の場合は１０月３日必着）

（３）意見提出方法

電子メール（厚生労働省 、インターネット（農林水産省）又は郵送）

（４）意見提出先

厚生労働省医薬局食品保健部企画課 又は

農林水産省総合食料局品質課

２．意見募集の結果

・電子メール又はインターネットによるもの・・・・・ １７５件

・郵送によるもの・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３８件

合 計 ・・・・・・・・・・・・・・・ ２１３件

（別紙）３．整理した意見の分類別件数



 

    

別紙３  

個別表示事項の定義等の現状 

 

１．期限表示 

（１）品質保持期限・賞味期限 

品質保持期限 賞味期限 
 

食品衛生法 ＪＡＳ法 

表示対象 

（概念） 

期限表示を表示する食品であって消費期限を表示する食品以外の食品

に表示。 

定 義 

定められた方法により保存した

場合において、食品又は添加物のす

べての品質の保持が十分に可能で

あると認められる期限を示す年月

日（※１） 

容器包装の開かれていない製品

が表示された保存方法に従って保

存された場合に、その製品として期

待されるすべての品質特性を十分

に保持しうると認められる期限（※

２） 

両法の関係 

・食品衛生法（品質保持期限→賞味期限） 

  品質保持期限と同一の期限を示す文字として「賞味期限」を規定。（※

３） 

 

・ＪＡＳ法（賞味期限→品質保持期限） 

  「賞味期限（品質保持期限）」と規定。（※２） 

 

○ ＪＡＳ法の賞味期限及び品質保持期限と、食品衛生法の品質保持期限

及び賞味期限とは同一の意義。（※４） 

設定方法 

期限設定は、食品の特性等に応じ

て、微生物試験や理化学試験及び官

能検査の結果等に基づき、科学的・

合理的に行う。（※５） 

期限の設定に当たって製造業者

等は、食品の特性に応じて、理化学

試験、細菌試験、官能試験等を行う

とともに、これまでの経験や知識等

を有効に活用することが必要。（※

３） 
※１：食品衛生法施行規則第５条第１項第１号ロ 

 ※２：加工食品品質表示基準第２条 

※３：「食品衛生法施行規則第５条第１項第１号ロ及び乳及び乳製品の成分規格等に関する省令第７条第２

項第２号ホの厚生労働大臣が定める文字」（平成７年厚生省告示第１９号） 

※４：「飲食料品及び油脂の日本農林規格及び品質表示基準の日付表示に係る事項の改正について」（平成７

年２月１７日付け７食流第３９２号通知） 

※５：「食品衛生法施行規則等の一部改正について」（平成７年２月１７日付け衛食第３１号通知） 

 



 

    

（２）消費期限 

 食品衛生法 ＪＡＳ法 

表示対象 

（概念） 

製造又は加工日を含めておおむね５日以内の期間で、品質が急速に劣化

しやすい食品に表示。 

定 義 

定められた方法により保存した

場合において、腐敗、変敗その他の

食品又は添加物の劣化に伴う衛生

上の危害が発生するおそれがない

と認められる期限を示す年月日（※

１） 

容器包装の開かれていない製品

が表示された保存方法に従って保

存された場合に、摂取可能であると

期待される品質を有すると認めら

れる期限（※２） 

両法の関係 
○ ＪＡＳ法の消費期限と食品衛生法の消費期限とは同一の意義。（※

３） 

設定方法 

期限設定は、食品の特性等に応じ

て、微生物試験や理化学試験及び官

能検査の結果等に基づき、科学的・

合理的に行う。（※４） 

期限の設定に当たって製造業者

等は、食品の特性に応じて、理化学

試験、細菌試験、官能試験等を行う

とともに、これまでの経験や知識等

を有効に活用することが必要。（※

３） 

※１：食品衛生法施行規則第５条第１項第１号ロ 

 ※２：加工食品品質表示基準第２条 

※３：「飲食料品及び油脂の日本農林規格及び品質表示基準の日付表示に係る事項の改正について」（平成７

年２月１７日付け７食流第３９２号通知） 

※４：「食品衛生法施行規則等の一部改正について」（平成７年２月１７日付け衛食第３１号通知） 

 



 

    

２．名称 

 食品衛生法 ＪＡＳ法 

表示事項 

通常「名称」を用いることになっ

ているが（※１）、乳等省令におい

て、乳及び乳製品は「種類別」、乳

又は乳製品を主要原料とする食品

は「名称又は商品名」を表示するこ

とを規定（※２）。 

通常「名称」を用いることになっ

ているが(※３)、「品名」「種類別」

「種類別名称」でも可（※４） 

※１：食品衛生法施行規則第５条第１項第１号イ 

 ※２：乳及び乳製品の成分規格等に関する省令第７条第２項第２号イ、同項第３号イ及び同項第４号イ 

 ※３：生鮮食品品質表示基準第３条第１項(1)、加工食品品質表示基準第３条第１項(1) 

※４：加工食品品質表示基準備考４ 

 

３．文字の大きさ 

 食品衛生法 ＪＡＳ法 

文字の 

大きさ 

原則６号活字以上、表示面積が小さ

い場合でも、７号以上を使用(※

１)。 

８ポイント以上(※２) 

（150 ㎝２ 以下の場合 5.5～7.5 ポ

イント）(※３) 

※１：食品衛生法施行令の一部を改正する政令及び食品衛生法施行規則の一部を改正する省令の施行につい

て（昭和４４年８月１８日付け環食第８８３２号通知） 

 ※２：生鮮食品品質表示基準第４条第４項、加工食品品質表示基準備考２ 

※３：加工食品品質表示基準備考２ 

 

４．冷凍食品の保存温度 

 食品衛生法 ＪＡＳ法 

保存温度 

衛生学的な観点（微生物の増殖可

能温度）及び保存基準設定当時（昭

和４４年）の実行可能性を考慮し－

１５℃と設定(※１)。 

品質表示基準では特に保存温度

は限定されていない(※２)。 

ただし、調理冷凍食品のＪＡＳ規

格において、Ｃｏｄｅｘ規格（急速

冷凍食品の勧告国際加工取扱規範

(CAC/RCP8-1976)）に準拠して、品

温を－１８℃以下と設定している

(※３)。 
※１：食品、添加物等の規格基準の一部改正について（昭和４４年８月１８日付け環食化第９０４０号通知） 

 ※２：加工食品品質表示基準第４条第１項(7) 

※３：調理冷凍食品の日本農林規格第３条第１項等 

 



別紙４   

相談窓口の一元化について 
 

Ⅰ 趣旨 

食品の表示制度については、複数の法律により規定されていること

から、それぞれの窓口へ相談、問合せが必要であることなど、その利

便性の問題や表示制度の整合的運用が中間取りまとめで指摘されてい

るところである。（現状では、食衛法については厚生労働省、社団法人

日本食品衛生協会（以下「食品衛生協会」という。）、保健所等が、Ｊ

ＡＳ法については農林水産省、独立行政法人農林水産消費技術センタ

ー（以下「消費技術センター」という。）、都道府県のＪＡＳ法担当部

局が相談を受け付けている。 

このため、「食品の表示制度に関する懇談会」においても、消費者や

事業者に分かりやすい相談窓口の一元化（ワン・ストップ・サービス）

が提案されており、その実現を推進する。 

 

Ⅱ 概要 

１．相談窓口の設置場所等 

（１）消費技術センター本部（埼玉県さいたま市）に、食品衛生協会職

員（食品衛生監視員ＯＢ）を派遣する。 

（２）食品衛生協会（東京都渋谷区）に、消費技術センター職員を派遣

する。 

（３）消費技術センター職員と食品衛生協会職員共同で、食衛法及びＪ

ＡＳ法で規定された表示に関する消費者、事業者等からの相談、

問合せや情報を一元的に受け付ける体制を整える。 

  （４）相談は電話又は窓口により受け付ける。 

 

 

２．業務内容 

（１）食品衛生法、ＪＡＳ法で定められた表示に関する相談 
※ 相談内容が景品表示法にかかる場合には、速やかに公正取引委員会の担

当部署に連絡する。 

（２）食品表示に関する苦情・違反に関する情報受付及び関係機関への

速やかな回付。  

 



３．実施時期等 

（１）平成１４年中に消費技術センター本部及び食品衛生協会の２ヶ所

において試験的に開始する。 

     

  （２）当面、週２回程度（各所１回）開設。 

 

４．その他 

（１）地方自治体への要請 

今後、地方自治体に対し、一元的な相談窓口の設置を要請する。（具

体的なあり方については、検討中。） 

 

（２）食品表示全般に関する相談対応への人材育成 

① 国レベル 

  食品衛生協会の相談員に対し、ＪＡＳ法の内容に関する研修を実

施する。 

また、消費技術センターにおいては、これまでも食品衛生法を含

めて食品の表示全般に関しての相談に対応してきたところである

が、その充実強化を図るため、食品衛生法の内容に関する研修を実

施する。 

 

② 地方自治体レベル 

保健所（食品衛生監視員）やＪＡＳ法担当部局等、地方自治体の

相談窓口担当者に食衛法及びＪＡＳ法を含めた食品表示に関する

講習会を開催し、食品表示全般について指導できる体制の整備を進

める。 



 
相談窓口の一元化 

（食衛法） 
厚生労働省、食品衛生協会、保

健所等（食品衛生監視員）が相

談業務を実施 

（ＪＡＳ法） 
農林水産省、消費技術センタ

ー、都道府県（ＪＡＳ法担当部

局）が、相談業務を実施 

（現状） 

ワン・ストップ・サービスの開設 
（１４年中） 
・消費技術センター、食品衛生協会に 
試験的に設置 
・実施結果を踏まえ、必要な改善を図る 

情報受発信機能強化による、分かりやすく、適正な食品

表示の推進 

（今後の方向） 

消費者・事業者からの表示に関する相談受付 

表示に関する苦情・違反に関する対する情報の受付及び

関係機関への速やかな回付（食品表示１１０番） 

（各法バラバラに相談受付） 

（食衛法、ＪＡＳ法を通ずる）



別紙５ 

共通パンフレットの作成について 
 

１． 趣旨 

これまで、食品衛生法、栄養改善法、ＪＡＳ法、景品表示法等それ

ぞれの法律に基づく表示制度を個別に解説したパンフレットはあった

ものの、これらの表示制度全体を一覧できるような、共通のわかりや

すいパンフレットがなかったことから、消費者、事業者ともに、食品

表示全体について正しく理解することが難しい等の問題点が指摘され

ている。 

このため、厚生労働省、農林水産省、公正取引委員会が連携し、消

費者、事業者の食品表示に対する理解を深めることを目的に、食品の

表示制度を一覧できるような、わかりやすいパンフレットを合同で作

成することとする。 

 

２． パンフレットの特色とイメージ 

① 消費者向けパンフレット 

   ＜特色＞ 

     代表的な食品毎に表示をわかりやすく解説。 

   

＜イメージ＞ 

消費者を対象として、以下のような内容を収載。 

・ 表示の実例 

・ 表示の見方 など 

         

お肉の表示(例) 

 

名称  ・・・ 

原産地 ・・・ 

××  ・・・ 

 

   お肉の表示の見方 

◎ 名称 

 ・・・・・ 

◎ 原産地 

・・・・・ 

◎ ×× 

・・・・・・・・・・ 

 

  

缶詰の表示（例）

 

○○ ・・・ 

△△ ・・・ 

×× ・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

お魚の表示（例）

○○ ・・・ 

△△ ・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 



 

② 事業者向けパンフレット 

＜特色＞ 

個別品目ごとに、食品衛生法、栄養改善法、ＪＡＳ法、景表法等に

定められた食品表示制度を一元的に解説。問い合わせが多い事項の解

説も含め、該当箇所を見れば、表示に関するすべてのことがわかるよ

うにする。 

   

＜イメージ＞ 

事業者を対象として、以下のような内容を収載。 

・ 表示対象範囲 

・ 表示事項（義務表示項目、任意表示項目） 

・ 表示の実務上の考え方          など 

 

スイートコーン缶詰 

 

＜表示例＞ 

 

  

①名称   ・・・ 

②形状   ・・・ 

③原材料名 ・・・ 

④固形量  ・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

＜解説＞ 

 

◎表示対象範囲 

 

◎表示事項 

1)義務表示項目 

①名称  

  ・・・・・ 

②形状 

  ・・・・・ 

③原材料名 

  ・・・・・ 

・・・・・ 

 

2)任意表示項目 

・・・・・ 

・・・・・ 

◎表示の実務上の考

え方 

 

 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

 

３． 広報 

 ○ 可能な限り多様なルートを通じ、各消費者、事業者等に配布。 

 

○ 手軽に閲覧、ダウンロードができるよう、各省のホームページにも掲

載。 

○ 各省合同で表示に関する説明会を開催。 

 

 

 
 


